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（午前１０時０３分 開議） 

議長（鎌形寿一君） 

 ただいまの出席議員は１５人です。 

 これから本日の会議を開きます。 

 本日の議事日程はお手元に配付のとおりです。 

 日程第１、認定第１号、平成２３年度東庄町一般会計歳入歳出決算認定につ

いてから、日程第８、認定第８号、平成２３年度東庄町国民健康保険東庄病院

事業会計決算認定についてまで、以上、８案を一括議題とします。 

 職員に議案の朗読をさせます。 

            （事 務 局 朗 読） 

議長（鎌形寿一君） 

 本決算について提出者から説明を求めます。 

 岩田町長。 

町長（岩田利雄君） 

 それでは、ただいま一括議題となりました、平成２３年度各会計の決算でご

ざいますが、認定第１号から認定第８号まで、一般会計ほか特別会計５件、及

び企業会計２件、あわせて８件の決算について、その提案理由を申し上げます。 

 なお、地方自治法第２３３条第３項並びに地方公営企業法第３０条第４項の

規定に基づきまして、監査委員の意見を付して提案をした次第でございます。

よろしくご審議のほど、お願い申し上げます。 

 最初に、認定第１号の平成２３年度一般会計の決算でございますけれども、

平成２３年度の一般会計当初予算は歳入歳出それぞれ４６億２，２００万円で

ございましたが、６億９，４５０万４，０００円の追加補正の結果、最終予算

は５３億１，６５０万４，０００円となり、平成２３年度からの繰越事業費繰

越額７，６１８万１，０００円及び事故繰越額３，４３８万円を加算しますと、

予算現額は歳入歳出それぞれ５４億２，７０６万５，０００円となりました。

このうち、歳入においては５７億２，２８７万２，０００円が収入されており、

うち町税をはじめとする一般財源は４６億３，２４４万２，０００円、歳入に

占める比率としては８０．９％となっております。一方、歳出でございますけ

れども、５０億４，４５４万５，０００円が執行されております。この結果、
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歳入総額から歳出総額を差し引きました形式収支は６億７，８３２万７，００

０円となり、翌年度への繰越明許より繰り越すべき財源が３，００５万円でし

たので、実質収支は６億４，８２７万７，０００円となりました。 

 また、平成２２年度の決算と比べてみますと、歳入では２，４７０万４，０

００円の減、歳出におきましては１億３，６６７万５，０００円の減となって

おります。それでは歳入歳出それぞれ特筆されるものを申し上げます。 

 最初に歳入でございますけれども、町税全体の決算額は１３億５，９５５万

８，０００円となっており、生産年齢人口の減少や、個人所得の伸び悩み等の

影響によりまして８２７万４，０００円前年度を下回っております。 

 次に、地方譲与税及び利子割交付金から地方特例交付金まで７件の交付金で

すが、前年より増加したのは配当割交付金のみで、その他の譲与税等６件の交

付金においては交付基準額の減少等により、全て減額となっております。 

 次に、地方交付税ですが、平成２３年度は新規に震災復興特別交付税として

７，５８０万５，０００円が交付されたことにより、前年度より９，６３２万

６，０００円増の２０億１８６万３，０００円となっております。 

 次に、分担金及び負担金でございますけれども、保育園保育料負担金が増と

なりましたが、学校給食費負担金が減となったため、結果として前年度比８７

万９，０００円の増、決算額で１億３，２１１万２，０００円となっておりま

す。 

 続いて、国庫支出金でございますが、東日本大震災により、道路災害復旧事

業の財源として６，０６３万９，０００円が増額となり、逆に昨年行いました

神代小学校及び笹川小学校の体育館耐震補強事業の国庫補助金８，７４１万２，

０００円がなくなったことなどにより、全体として１，２０２万５，０００円

減額の４億４，４０３万５，０００円の決算となっております。 

 次に、県支出金につきましては、液状化等被害住宅再建支援事業補助金、介

護基盤緊急整備特別対策事業補助金といった新規の事業と農地及び農業用施設

災害復旧事業補助金が増額となったことから１億８５４万円増の３億８，６４

６万円の決算となっております。 

 次に、寄附金でございますが、教育関係指定寄附金が２００万円ございまし

た。ふるさと応援基金寄附金が３８８万８，０００円減少したため、結果とし
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て１８８万８，０００円減額の３５５万２，０００円の決算となっております。 

 次に、繰越金でございますけれども、平成２２年度で廃止となった老人保健

特別会計の剰余金８６３万６，０００円が一般会計での繰越金扱いとなりまし

たが、全体としては前年度比９，６２１万９，０００円減の５億７，４９９万

２，０００円の決算額となっております。 

 次に、諸収入でございますけれども、千葉県市町村振興協会災害見舞金とし

て６，３００万円、市町村交付金として前年度比２，７７７万７，０００円増

の４，４９１万７，０００円、またコミュニティ助成事業補助金として１，７

５０万円の収入があり、前年度と比べて１億５６１万４，０００円増の２億６，

１８３万８，０００円となりました。 

 歳入の最後でございますけれども、町債でございますが、前年度の小学校体

育館の耐震補強事業や公民館大規模改修事業に伴う起債がなくなったことによ

り、１億９，７２０万円減の２億１，１３０万円となっております。 

 続きまして、歳出決算について、増減額の大きなものを申し上げます。 

 議会費では、議員共済会負担金の負担割合が増加したことにより、前年と比

べて２，６６０万７，０００円増の１億８４２万６，０００円の決算となって

おります。 

 次に、総務費では、前年度の事業費の大きかった地域イントラネット基盤整

備事業が減額となったことや、防災行政無線修繕工事が減額になったこと等に

より、決算額は前年度比６，２８１万１，０００円減の６億６，８３８万６，

０００円となっております。 

次に民生費でございますが、既存小規模介護施設等消火設備整備補助金、そ

して子ども手当の改正、さらに災害見舞金の支給といった増加要因があったこ

とから、前年度と比較して１億８９０万５，０００円増の１３億３１３万６，

０００円の決算となっております。 

 次に衛生費でございますけれども、予防接種にかかる費用の増や、災害廃棄

物処理に関する経費の増額と、香取広域市町村圏事務組合負担金の減額があり、

前年度と比較しますと１３８万１，０００円増額の決算額は６億４，１２２万

５，０００円となっております。 

 次に、農林水産業費では併せ農道負担金の減などにより、前年度比１，６０
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０万１，０００円減の２億２，５１６万７，０００円となっております。 

 次に、商工費でございますけれども、観光案内看板の設置や観光ガイドブッ

ク作成にかかわる費用の増額により、前年度比２，２１３万８，０００円増の

９，２１８万９，０００円となっております。 

 次に、土木費では道路改良工事費及び道路舗装工事が増額になったことから、

全体では前年比１，８８８万６，０００円増の決算では３億１，０１１万６，

０００円となっております。 

 次に、消防費ですが、小型ポンプ積載車両購入の増により、前年度比で２８

３万８，０００円増の２億６，４４８万２，０００円となっております。 

 次に、教育費でございますけれども、前年度の小学校体育館の耐震補強工事

や公民館大規模改修事業がなくなったために、前年度と比較しますと５億３５

２万６，０００円減額の４億８，１９８万２，０００円となっております。 

 次に、災害復旧費では東日本大震災による土木災害、農林災害並びに文教施

設災害の復旧費用のため前年度と比べて２億３，９９０万４，０００円増の２

億４，３５２万９，０００円となっております。 

 次に、公債費でございますが、新たに元金償還が始まった起債がふえたこと

により、前年度比３，０９６万５，０００円増の５億３８９万９，０００円と

なっております。 

 歳出の最後、諸支出金でございますけれども、歳入でも申し上げましたが、

ふるさと応援基金の指定寄附金の減額等に伴い、前年度比５９６万１，０００

円減の２億２００万８，０００円となっております。 

 以上、一般会計決算の主なものにつきまして申し上げました。 

 次に、認定第２号、国民健康保険特別会計の決算について申し上げます。 

 歳入決算の総額は２１億７，３５５万円で、前年度より１億９，９２１万２，

０００円、１０．１％の増になっております。また、歳出決算でございますけ

れども、前年度より１億２，２４５万９，０００円、６．５％増の２０億１，

７２３万４，０００円となっております。実質収支は１億５，６３１万６，０

００円であります。 

 次に、認定第３号、後期高齢者医療特別会計の決算でございますけれども、

歳入決算の総額は１億４７万５，０００円となりました。歳入のうち６５．８％
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が保険料で、そのほか一般会計からの繰入金が主な財源となっております。ま

た、歳出でございますけれども、決算額は９，７４２万２，０００円で、その

９７．９％が後期高齢者医療制度の運営主体である千葉県広域連合への納付金

でございます。実質収支は３０５万３，０００円となっております。 

 次に、認定第４号、食肉センター特別会計の決算について申し上げます。 

 歳入につきましては主に食肉センターの事業収入となっております、と畜処

理頭数が養豚農家の生産頭数の減少に伴い、前年度と比較いたしますと２，９

９６頭の減となっておりますが、前年度繰越金の増加により３７７万８，００

０円増額の１億４，８９８万９，０００円となりました。一方、歳出について

は、事業費として９，６７２万２，０００円支出のほか、積立金として１，５

００万円を財政調整基金として積み立て、また諸支出金として１，０００万円

を一般会計繰出金として支出しております。歳出合計では１億２，１７２万２，

０００円となり、前年度より１，５５７万４，０００円の増額となっておりま

す。したがって、収支差し引きでは２，７２６万７，０００円を次年度へ繰り

越すことができました。平成１９年度より指定管理者制度の導入によりまして、

施設の管理運営を食肉センター事業協同組合が実施しておりますけれども、今

後も処理頭数の確保に努め、食肉センターの経営安定に努力してまいりたいと

考えております。 

 次に、認定第５号、訪問看護ステーション特別会計決算について申し上げま

す。 

 平成２３年度の訪問看護ステーションの歳入決算の総額は２，４２７万６，

０００円、前年度比１１．７％の増となりました。増額の主な要因は、利用者

数、利用者件数がともにふえたことによる事業収入の増でございます。一方、

歳出決算の総額は１，３９８万９，０００円、前年度比１９．３％の減となっ

ております。減額の主な要因でございますけれども、人件費の減によるもので

ございます。以上、差し引き収支で１，０２８万７，０００円の黒字となりま

した。 

 次に、認定第６号、介護保険特別会計決算について申し上げます。 

 平成２３年度は、第４期介護保険事業計画が３カ年の最終年度でございまし

た。高齢化の進展に伴い、要介護認定者数、保険給付費は増加の傾向にござい
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ます。この中で歳入決算の総額は９億７，９０５万１，０００円、前年度比８．

３％の増となっております。この要因は、保険給付費の増加に伴う国・県支出

金、社会保険診療報酬支払基金交付金などの増加によるものでございます。一

方、歳出決算の総額は９億５，７１２万５，０００円、前年度比で８．５％の

増となっております。このうち全体の構成比で９２．４％を占める保険給付費

は前年度比で９．０％の増となっております。以上、差し引きの収支で２，１

９２万６，０００円の黒字となっております。平成２４年度に精算を行います

と、実質的な余裕資金は１，２７０万円程度となる見込みでございます。 

 続きまして、企業会計のうち、最初に、認定第７号の水道事業会計決算につ

いて申し上げます。 

 認定第７号は、地方公営企業法第３２条第２項の規定に基づき剰余金の処分

と、同法第３０条第４項の規定に基づく決算認定についてあわせて議会の議決

を得ようとするものでございます。 

 決算につきましては、収益的収支会計の収入では４億８６６万３，０００円、

支出で３億７，９１１万８，０００円となっております。収支差し引き２，９

５４万５，０００円の純利益となっております。次に資本的収支会計でござい

ますけれども、支出で建設改良費、固定資産取得費、企業債の償還で１億６，

３５１万５，０００円となりました。資本的収支においては不足する１億６，

３５１万５，０００円は、当年度消費税及び地方消費税資本的収支調整額２０

万５，０００円、減債積立金５，７９１万３，０００円及び過年度分損益勘定

留保資金１億５３９万７，０００円をもって補填をしております。なお、平成

２３年度末におけます給水戸数でございますが４，００１戸、給水人口は１万

２，５３０人となっております。 

 続きまして、認定第８号、国民健康保険東庄病院事業会計決算について申し

上げます。 

 病院事業につきましては、内科医師６名の診療体制と、あわせて非常勤医師

によります整形外科、眼科並びに循環器内科の診療を実施いたしました。また、

介護療養型医療施設として施設入所サービス、ショートステイ、居宅療養管理

のほか、訪問リハビリを実施しております。平成２３年度の経営状況を見ます

と、前年度に比べ入院延患者数で６．４％の減、外来延患者数では２．５％の
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増となっております。決算の内容について申し上げます。収益的収支の収入が

１０億６３万２，０００円に対し、支出が９億７，１９１万７，０００円で、

２，８７１万５，０００円の純利益となり、前年度に続き黒字となっておりま

す。次に資本的収支についてでございますが、収入が１億５１８万５，０００

円に対し、支出が１億３，４１４万５，０００円で、不足する２，８９６万円

につきましては、当年度消費税及び地方消費税資本的収支調整額と、過年度分

損益勘定留保資金をもって補填したところでございます。 

 以上、一般会計を含め８会計の決算について認定をいただくに当たり、提案

理由を申し上げました。 

 なお、詳細につきましては担当課長、事務長から説明をいたさせます。ご審

議の上、可決・認定くださいますよう、よろしくお願いを申し上げます。 

議長（鎌形寿一君） 

 総務課長。 

総務課長（五十嵐秀司君） 

 それでは、平成２３年度一般会計の決算について、その内容をご説明申し上

げます。説明につきましては、お手元に配付してございます決算参考資料に基

づきまして説明をさせていただきたいと思います。 

 それでは、参考資料の１ページをお願いいたします。 

 一般会計の決算でございますが、１の(1)平成２３年度の決算規模は歳入の総

額が５７億２，２８７万２，０００円、歳出の総額では５０億４，４５４万５，

０００円となりまして、前年度と比較いたしますと、歳入では２，４７０万４，

０００円、０．４％の減となり、歳出においては１億３，６６７万５，０００

円、２．６％の減となりました。これらの内容につきましては、次の（2）決算

収支の状況の表で申し上げます。 

 歳入決算額から歳出決算額を差し引きました形式収支では、アといたしまし

て６億７，８３２万７，０００円となりました。このうち平成２４年度への繰

越事業の一般財源として、イの欄で３，００５万円がございますので、これを

差し引きまして、ウの欄で６億４，８２７万７，０００円が実質収支の額とな

っております。この実質収支の額から平成２２年度の実質収支の額を差し引い

たものが、これが単年度収支としてエの欄の１億３，９４７万２，０００円と
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なります。 

 なお、次のオ並びに一つおいたキの欄は、財政調整基金の積み立て並びに取

り崩しの決算額でございまして、オの積立額は利子相当分をあわせまして２億

４５万９，０００円、キの積立金取り崩しはございませんでした。カの町債の

繰上償還につきましては２５０万円の償還を行いました。この結果、単年度収

支の額、エに財政調整基金への積立金オの額及び繰上償還額カを加えた額が実

質単年度収支、クの欄で３億４，２４３万１，０００円となりました。 

 それでは、歳入歳出の決算の状況について申し上げます。最初に、歳入決算

について申し上げますので、第１表をお願いいたします。 

 歳入決算の総額５７億２，２８７万２，０００円のうち町税をはじめとする

一般財源の総額は４６億３，２４４万２，０００円で、歳入決算の８０．９％

を占めております。残りの１９．１％、国庫及び県支出金や町債の一部を含み

まして１０億９，０４３万円が特定財源となっております。 

 それでは、順を追ってご説明を申し上げます。 

 なお、細部につきましては、この後、委員会へ付託される予定と聞いており

ますので、私からは主だったものを申し上げますので、あらかじめご了承をい

ただきたいと思います。 

 まず第１款・町税の決算額は１３億５，９５５万８，０００円で、前年度よ

り８２７万４，０００円、０．６％の減となっております。納税義務者数の減

による市町村民税の減額、景気の低迷が大きく影響しております。 

 次の、第２款・地方譲与税の決算額は１億２８万円で、前年度比２６９万６，

０００円、２．６％の減となっております。これは地方揮発油譲与税及び自動

車重量譲与税の減によるものであります。 

 次は、第３款の利子割交付金ですが、平成２３年度の決算額は３４５万９，

０００円で、前年度比１１８万９，０００円の減となっております。 

 次に、第４款の配当割交付金及び第５款の株式等譲渡所得割交付金でありま

すが、この二つの交付金につきましては、上場株式の配当及び譲渡益に対して

課される税を原資に交付されるものでありまして、決算は配当割交付金４０６

万円と、株式等譲渡所得割交付金８３万円でありました。 

 第６款・地方消費税交付金につきましては、前年度より３２２万３，０００
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円の減となり１億１，９９４万１，０００円の決算となりました。 

 第７款はゴルフ場利用税交付金で、決算額は前年度と比べ７７万９，０００

円減の１，６９２万４，０００円でありました。 

 第８款は自動車取得税交付金でございまして、県税としての自動車取得税を

原資に、市町村道の延長並びに面積に按分して交付されますが、その額は昨年

度比１４．４％、４９２万８，０００円減の２，９２０万７，０００円の決算

となりました。 

 第９款の地方特例交付金は、昨年度比７１５万５，０００円、２３．１％減

の２，３８０万１，０００円となりました。内容としましては、自動車取得税

の減収補填等で１，６０４万３，０００円、平成１８年度及び平成１９年度の

児童手当制度拡充及び子ども手当創設に伴う地方負担の増加に対応するための

交付金７７５万８，０００円などとなっております。 

 次に、歳入決算総額の３５％を占めております第１０款の地方交付税でござ

います。普通交付税では１，００１万１，０００円の減、特別交付税では３，

０５３万２，０００円の増でしたが、２３年度は震災復興特別交付税として新

規に７，５８０万５，０００円の交付があったため、総額で前年度を９，６３

２万６，０００円上回った２０億１８６万３，０００円の決算となりました。 

 次に、第１１款の交通安全対策特別交付金の決算は、前年度とほぼ同じ２９

３万９，０００円の決算となっています。 

 第１２款は分担金及び負担金でございまして、保育所入所児童数の増による

保育料負担金が２５３万９，０００円の増でしたが、児童・生徒数の減による

学校給食費負担金が１５６万３，０００円の減額になったことなどにより、前

年度より８７万９，０００円の増額の１億３，２１１万２，０００円の決算と

なりました。 

 次の、１３款・使用料及び手数料は、前年度比５３万８，０００円、２．０％

減の２，６１１万５，０００円の決算となっています。幼稚園児童数の減に伴

う幼稚園保育料の減などが主な要因でございます。 

 １４款は国庫支出金の決算ですが、公共土木施設災害復旧費国庫負担金や災

害等廃棄物処理事業費国庫補助金が新規に歳入となりましたが、昨年の神代小

学校、笹川小学校の体育館耐震改修工事に伴う交付金がなくなったことから、
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全体では前年度を１，２０２万５，０００円、２．６％下回りまして４億４，

４０３万５，０００円の決算となっております。 

 １５款・県支出金では新規としまして、介護基盤緊急整備特別対策事業補助

金２，７３２万７，０００円、農地及び農業用施設災害復旧事業補助金５，６

５６万８，０００円などを主な増加要因として、全体としては１億８５４万円、

３９．１％増の３億８，６４６万円の決算となっております。 

 次の、１６款は財産収入でございます。財産収入全体では３５万２，０００

円、１５．３％増の２６４万９，０００円となっております。 

 １７款の寄附金につきましては、前年と比較して１８８万８，０００円減の

３５５万２，０００円の決算額となりました。 

 次に、１８款の繰入金では食肉センター特別会計及び介護保険特別会計から

の繰り入れ並びに奨学基金からの繰り入れで１，６９５万７，０００円の決算

となっております。 

 次に、１９款の繰越金につきましては、平成２２年度で廃止となった老人保

健特別会計の余剰金８６３万６，０００円とあわせて５億７，４９９万２，０

００円の決算となりました。 

 ２０款・諸収入では、新規として千葉県市町村振興協会災害見舞金が６，３

００万円、宿浜区協同館の新築や新田区のお祭り用品への助成といったコミュ

ニティ助成事業助成金１，７５０万円があったため、６７．６％増額となりま

して、諸収入全体では１億５６１万４，０００円増の２億６，１８３万８，０

００円の決算となっています。 

 歳入決算の最後は２１款の町債でございます。平成２３年度の地方債発行総

額は２億１，１３０万円となりまして、前年度よりも１億９，７２０万円、４

８．３％の減となっております。今後とも可能な限り起債発行額を抑え将来負

担の軽減を図っているところでございます。 

 これらを含めました平成２３年度末の地方債現在高については、後ほどご説

明を申し上げます。 

 以上、歳入決算の総額は５７億２，２８７万２，０００円となりまして前年

度比０．４％、２，４７０万４，０００円の減額決算となりました。 

 続きまして、２ページをお願いいたします。 
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 上の表でございますが、ただいま申し上げました歳入決算につきまして、左

半分では一般財源と特定財源に、そして右半分では自主財源と依存財源に分け

て、過去５年間について、その状況を表にしたものでございます。後ほどお目

を通していただきたいと思います。 

 それでは、中ほどの（2）歳出決算についての説明に入らせていただきます。 

 平成２３年度の歳出決算の総額は５０億４，４５４万５，０００円となりま

して、平成２２年度と比較いたしますと１億３，６６７万５，０００円、２．

６％の減となっております。目的別の歳出決算の状況は、第２表のとおりでご

ざいますが、歳出決算総額に対して構成比の高い順に見てみますと、民生費が

１３億３１３万６，０００円、２５．８％で最も高く、次に総務費６億６，８

３８万６，０００円、１３．３％、３番目が衛生費６億４，１２２万５，００

０円、１２．７％、以下、公債費、教育費、土木費の順となっております。 

 それでは、順を追ってご説明を申し上げます。 

 最初に、第１款・議会費でございますが、議員共済会負担金の負担割合が増

加したことによりまして２，６６０万７，０００円増の１億８４２万６，００

０円の決算となりました。 

 続いて、２款の総務費では、決算額６億６，８３８万６，０００円で、対前

年では６，２８１万１，０００円、８．６％の減となりまして、地域イントラ

ネット基盤整備事業、防災行政無線屋外子局修繕事業及び国勢調査にかかる費

用が前年より減少していることが主な要因となっております。 

 次は、３款の民生費ですが、決算額は１３億３１３万６，０００円となって

おります。新規のものとしましては、既存小規模介護施設等消火設備整備補助

金や災害見舞金の支給があり、全体では前年度と比較しまして１億８９０万５，

０００円、９．１％の増となっております。 

 次に、第４款の衛生費です。衛生費は決算額６億４，１２２万５，０００円、

前年度より１３８万１，０００円、０．２％の増となりました。これは予防接

種にかかる費用の増額や災害廃棄物処理にかかる費用が増加した反面、香取広

域市町村圏事務組合負担金の塵芥処理し尿処理分が減少したことなどが要因と

なり若干の増となっております。 

 第５款の農林水産業費は２億２，５１６万７，０００円、前年度より１，６
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００万１，０００円、６．６％の減となりました。県営土地改良事業に伴う併

せ農道負担金の減が主な要因となっております。 

 続いて第６款は商工費でございます。決算額といたしましては前年度より２，

２１３万８，０００円、３１．６％増の９，２１８万９，０００円となってい

ます。観光案内看板改修工事や観光会館災害復旧事業補助金、観光ガイドブッ

ク作成業務委託料などが増加した要因となっております。 

 続きまして、第７款の土木費ですが、平成２２年度事業の繰越明許や事故繰

越による事業の決算が５，４１０万４，０００円あったことなどにより、前年

度比１，８８８万６，０００円、６．５％の増の決算となりまして、決算額と

いたしまして３億１，０１１万６，０００円となっております。 

 第８款は消防費でございまして、前年度を２８３万８，０００円、１．１％

上回ります２億６，４４８万２，０００円の決算となっております。これは小

型ポンプ積載車購入費３６７万５，０００円が要因となっております。 

 次に、９款の教育費について申し上げます。歳出決算の総額は対前年度比５

１．１％、５億３５２万６，０００円減の４億８，１９８万２，０００円の決

算となりました。これは前年度実施しました公民館大規模改修事業の３億１，

６９１万１，０００円、神代小学校及び笹川小学校の体育館耐震補強工事費１

億６，８９７万９，０００円等の減額が主な要因であります。 

 次の、１０款・災害復旧費についてですが、東日本大震災からの本格的な復

旧工事が行われたことにより、前年度と比べまして大きく２億３，９９０万４，

０００円増加し、決算として２億４，３５２万９，０００円となりました。主

な内容としましては、道路災害復旧費１億４，５０７万６，０００円、公園災

害復旧費２，２３８万１，０００円、農業用施設災害復旧費７，４５７万４，

０００円となっております。 

 次に、第１１款・公債費について申し上げます。公債費の決算は５億３８９

万９，０００円となり、前年度と比較しまして３，０９６万５，０００円の増

となっております。平成２２年度に元金の償還を行った起債は１０８件あり、

うち５件の償還が終了いたしましたが、平成２３年度から元金償還の始まった

ものは６件あり、平成２３年度の元金償還件数は１０９件となっております。

また、償還の始まった平成１９年度借り入れの臨時地方道整備事業債、平成２
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０年度借り入れの臨時地方道路整備事業債などは償還額が大きいため、結果と

して前年度より増額となっております。 

 歳出決算の最後は１２款の諸支出金でございますが、財政調整基金への積立

金は前年度と同額の２億円ですが、ふるさと応援基金及び住民生活に光をそそ

ぐ基金の積立金が減少した結果５９６万１，０００円の減となり、決算額とし

ましては２億２００万８，０００円となりました。 

 以上、一般会計の目的別歳出の状況についてご説明をいたしました。 

 続きまして、恐れ入りますが、次の３ページをお願いいたします。 

 今度は一般会計の歳出決算について、性質別の状況を示したものでございま

す。消費的経費と投資的経費について、その決算額及び構成比を見てみますと、

消費的経費は３５億５，１６０万８，０００円で構成比が７０．４％となり、

投資的経費では７億４，８４５万４，０００円、１４．８％の構成比となって

おります。また、前年度と比較しますと消費的経費の決算額は１億６，４８８

万６，０００円の増となって、構成比では５％の増となります。逆に、投資的

経費では３億１，１８９万９，０００円の減、構成比では５．７％の減となっ

ております。 

 それでは、性質別の歳出決算について第３表で見ていきたいと思います。 

 まず、消費的経費の細分類で義務的経費のうち人件費の決算は、平成２３年

度９億４，４２９万４，０００円、前年度と比べ１３７万９，０００円の増と

なっております。次に、義務的経費の２番目は扶助費でございまして、６億２，

０９０万４，０００円の決算となっています。災害見舞金と子ども手当の増な

どにより７，２６０万１，０００円、１３．２％の増となっております。義務

的経費の最後は公債費で５億３８９万８，０００円の決算となっており、前年

度と比較しますと３，０９６万４，０００円の増額となっております。 

以上、ただいま申し上げました三つの義務的経費の合計は２０億６，９０９

万６，０００円となりまして、歳出決算総額に占める割合は４１．０％となっ

ています。 

 次は、消費的経費のうち物件費で、２３年度の決算額は５億９，３３４万２，

０００円、前年度と比べ８，２４６万円、率にしますと１６．１％の増となっ

ております。災害廃棄物処理委託料や観光ガイドブック作成業務委託料の増が
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主な要因となっております。次は同じく消費的経費の中の維持補修費で決算額

は１，３４２万４，０００円となり前年とほぼ同額となっております。消費的

経費の最後は補助費等でございます。決算額は８億７，５７４万６，０００円

となり、前年度と比較しますと２，２６２万円の減となっております。香取広

域市町村圏事務組合の清掃分負担金の減などが主な要因となっております。 

 人件費からただいま申し上げました補助費までで消費的経費の決算額は、先

ほど申し上げましたように３５億５，１６０万８，０００円となりまして、歳

出決算総額に対する構成比は７０．４％を占めることになります。 

 次に、投資的経費のうち普通建設事業ですが、前年度決算より５億８，５６

１万２，０００円、５５．５％の大きな減となり、４億６，９１６万７，００

０円の決算となりました。これは平成２２年度には小学校２校の体育館耐震補

強工事と公民館大規模改修工事、あわせて４億８，５８９万円が計上されてい

たことによるものであります。 

 次の災害復旧事業につきましては目的別歳出の災害復旧費でも申し上げまし

たように、ほとんどが東日本大震災の復旧にかかる費用で、前年より２億７，

３７１万３，０００円ふえ、２億７，９２８万７，０００円の決算となってお

ります。 

 次に、投資及び出資・貸付金でございますが、決算額は９，９３９万１，０

００円となり、前年度決算に対して３５万７，０００円の減となっております。 

 続きまして積立金でございますが、財政調整基金への積み立てが２億円あり、

決算額は２億２００万８，０００円となりました。 

 性質別決算の最後は繰出金でございます。決算の額は４億４，３０８万４，

０００円となり、前年度決算額より１，６６５万６，０００円、３．９％の増

となりました。これは国民健康保険特別会計、訪問看護ステーション特別会計

及び介護保険特別会計への繰出金が増加していることによるものであります。 

 以上、人件費から繰出金まで性質別歳出決算の内容を申し上げました。 

 次のページの４ページから５ページにかけての円グラフは、今まで申し上げ

ました一般会計の決算についてグラフ化したものでございますので、後ほどご

参照いただきたいと思います。 

 それでは、５ページの下の方の財政構造についてご説明をいたします。 
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 地方公共団体の財政力を表す数値として用いられます財政力指数は、地方交

付税法の規定に基づきまして算出される「基準財政収入額」を「基準財政需要

額」で除した数値の過去３カ年平均であらわすことができます。本町における

平成２３年度の財政力指数は０．４４７となりまして、平成２２年度の財政力

指数０．４７３と比較すると０．０２６低下をしております。 

次に、財政構造の弾力性をあらわします経常収支比率でございますが、性質

別経費の経常経費充当一般財源を経常一般財源で除して得ることができます。

この数値は８０．９％と前年度の８０．１％より０．８ポイント増加しており

ます。この数値の計算式において分母となる経常一般財源から臨時財政対策債

を除いた経常収支比率は８５．６％で、前年度より０．８ポイント増加となっ

ております。なお今後とも経常経費の節減、合理化を図り、経常収支比率の抑

制に努めなければならないと考えております。 

 次のページ、６ページでは過去５年間の一般会計歳入歳出決算について、そ

の規模をグラフにしてございます。後ほどお目を通していただきたいと思いま

す。 

 それでは、大変恐縮ですが７５ページをお願いいたします。 

 この表は、平成２３年度末現在の町債の現在高を表にしたものでございます。

一般会計における町債の状況につきまして、借入先、事業ごとに平成２３年度

末と２２年度末の残高を次の７６ページにわたって列記をしてございます。７

６ページの一番下の合計欄で見ていただきますと、平成２３年度末現在の残高

は元金が４５億４，１４１万９，０００円、これにかかります利子の残高が４

億６，０８８万６，０００円、元金と利子をあわせますと５０億２３０万５，

０００円となっております。この額を単純に平成２３年度末の住民基本台帳人

口１万５，１７４人で割り返してみますと、１人当たり３２万９，６６３円と

いう数字になります。この数値は前年度１人当たりと比べ１万２，６６７円減

った計算になります。 

 次の７７ページでは、水道事業会計並びに病院事業会計にかかります企業債

の状況を表にしたものでございます。 

 次に、その表の下で３０番、債務負担及び損失補償の状況について申し上げ

ます。区分欄に記載のように全て債務負担でございまして、損失補償はござい
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ません。将来にわたって支出が伴います債務負担の状況でございますが、農道

整備事業と戸籍システム更新事業の２件で平成２３年度末では４，２５７万６，

０００円となっております。 

 それでは、大変恐縮ですが、今度は決算書本冊の方をお願いいたします。３

２９ページをお願いいたします。 

 このページからは実質収支に関する調書と財産に関する調書となっています

が、一般会計における実質収支につきましては、冒頭申し上げましたので割愛

させていただきまして、３３２ページの財産に関する調書について申し上げま

す。１番目として、公有財産でございますが、土地及び建物について３３２ペ

ージの（1）で普通財産、次のページの（2）で行政財産について表にしてござ

います。 

 最初に、（1）普通財産の土地ですが、全体として３７７平方メートルの減と

なっておりまして、これは、国土調査の成果によるものでございます。また、

建物につきましては昨年度の増減はございません。 

 次に３３３ページをお願いいたします。 

 （2）行政財産の土地についてですが、全体で１，１５６平方メートルの増加

となっておりますが、こちらも国土調査の成果によるものでございます。なお、

建物につきましては木造で１３２㎡の増となっていますが、弓道場の設置によ

るものです。 

 次に３３４ページの（3）出資による権利でございますが、増減はなく決算年

度末現在高は１，１２４万円及び５株となっております。 

 続きまして、大きな２番、物品について申し上げます。決算年度中に増減が

あったものは、乗用車の所有台数が１台減、パーソナルコンピューターが２台

増となっております。 

 続きまして、３３５ページをお願いいたします。 

 大きな３番で基金について申し上げます。一般会計の財政調整基金は２億４

５万９，０００円の増で、決算年度末では９億１４９万２，０００円となって

おります。減債基金、公共施設整備基金、地域福祉基金につきましては、決算

年度中の増減はございませんでした。 

 続きまして、町民バス購入基金につきましては、利子分８，０００円の増、
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決算年度末で１，８７０万３，０００円となっております。 

 続いて、奨学基金では奨学基金事業の交付金として１００万円を取り崩し、

決算年度末現在高は９５４万円となっております。 

 次に、高齢者等肉用牛飼育事業基金ですが、昨日可決をいただきました基金

設置条例を廃止する条例においてご説明をいたしましたとおり、事業の精算を

行いましたため、決算年度末の現金及び物品ともゼロ円となっております。 

 次に、土地開発基金は決算年度中の増減はありませんでした。次のページで

ふるさと応援基金ですが、２３年度中にご寄附をいただきました１５４万２，

０００円を積み立ていたしまして、決算年度末現在高は９４７万２，０００円

となっております。なお、次の四つは特別会計でございますので、私からは割

愛させていただきまして、その次の郵便切手類購入基金でございます。この基

金は３０万円の定額運用基金でございますので、年度中において有価証券とし

ての郵便切手類と現金との間では異動がございますが、結果的に増減のない基

金となっております。 

 基金の最後は、住民生活に光をそそぐ基金ですが、事業費に繰り入れるため

１００万円の取り崩しを行ったため、決算年度末現在高は１００万円となって

おります。 

 次に、大きな４番として、土地開発基金の運用状況報告書となっております

が、先ほど申し上げましたとおり、平成２３年度中の増減はございませんでし

た。 

 最後のページ、３３７ページの表は先ほど郵便切手類購入基金が３０万円の

定額運用基金であることを申し上げましたが、年間の運用状況を示したもので

ございますので、後ほどお目を通していただければと思います。 

 以上、一般会計の決算について申し上げましたが、冒頭申し上げましたよう

に、詳細につきましては委員会におきまして担当課長から説明があろうかと思

いますので、私の方からは以上で終わらせていただきたいと思います。 

 どうぞよろしくお願いいたします。 

議長（鎌形寿一君） 

 町民課長。 

町民課長（池永芳則君） 



－74－ 

 認定第２号、平成２３年度東庄町国民健康保険特別会計の決算について、そ

の内容をご説明いたします。決算参考資料の６０ページをお願いいたします。 

 平成２３年度国民健康保険特別会計の歳入歳出決算状況につきまして、下の

表をもとにご説明申し上げます。平成２３年度の決算規模は、歳入の総額が２

１億７，３５５万円、歳出の総額は２０億１，７２３万４，０００円となりま

して、それぞれ前年度と比較しますと、歳入では１億９，９２１万２，０００

円、１０．１％の増、一方、歳出決算におきましては１億２，２４５万９，０

００円、６．５％の増となりました。結果、歳入決算額から歳出決算額を差し

引きました実質収支では１億５，６３１万６，０００円となっております。 

 歳入の主なものは国民健康保険税と国庫支出金及び前期高齢者交付金で全体

の６７．２％を占めております。このうち国民健康保険税は５億８，２９１万

９，０００円で、構成比２６．８％、前年度と比較して１，６１２万９，００

０円、２．７％の減となっております。なお、保険税の徴収率でありますが、

平成２３年度は７６．１％となっておりまして、これは県内上位５番目となっ

ております。ちなみに、平成２０年度、２１年度は３番目、２２年度は２番目

でございました。 

 また、県の平均徴収率は６３．８８％という状況でございます。 

 次に国庫支出金ですが、決算額は５億１，７９９万５，０００円、構成比２

３．９％で、前年度比較８，３７１万円、１９．３％の増となりました。国庫

支出金は療養給付に対し、原則３４％の交付と、保険財政の需給バランスを調

整する目的で交付されています。増額の主な要因は、交付算定の対象となる療

養給付の増額が主な要因となっております。 

 次に第５款の前期高齢者交付金ですが、これは６５歳から７５歳未満の前期

高齢者の方にかかる医療費の保険者間の不均衡を調整するため交付されるもの

で、決算額は３億５，９１２万円、構成比１６．５％で、前年度比較１，０２

５万４，０００円、２．９％の増額となりました。この増額の要因は、算定の

基礎となります平成２１年度の前期高齢者医療費の増により交付額が増額とな

っております。 

 次に第７款の共同事業交付金ですが、高額な医療費により、国保財政に与え

る影響を緩和することを目的に交付されるもので決算額２億３，５０４万１，
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０００円、構成比１０．８％で、前年度比較４，０４８万円、２０．８％の増

となりました。 

 第９款の繰入金につきましては、一般会計からの繰入金ですが、主なものは、

保険基盤安定繰入金と職員給与費等繰入金で２億２３９万２，０００円、構成

比９．３％で、前年度比較しますと９３万３，０００円、０．５％の増となり

ました。 

 続きまして、歳出についてご説明申し上げます。 

 歳出の総額は２０億１，７２３万４，０００円で、前年と比較しますと１億

２，２４５万９，０００円、６．５％の増額となりました。歳出のうち、保険

給付費と後期高齢者支援金及び共同事業拠出金で１７億１，０４０万５，００

０円と、歳出全体の８４．８％を占めております。 

 歳出のうち、初めに総務費でございますが、４，２６９万９，０００円で、

ここでは３名分の人件費を含む一般管理費及び徴税費でございます。 

 次に保険給付費ですが、これは保険者が負担する医療の給付にかかる費用で

１２億４，４１９万円、構成比６１．７％で、前年度比９，３６０万８，００

０円、８．１％と大幅の増額になりました。特に増額となっているのは入院の

保険給付で約７，５００万円、次に高額療養費で約２，０００万円の増となっ

ております。 

 ３款の後期高齢者支援金等につきましては、後期高齢者医療にかかります社

会保険診療報酬支払基金への納付金で２億６，４７５万７，０００円で、前年

度と比較しますと２，１６２万１，０００円、８．９％の増となっております。 

 次に介護納付金ですが、これは介護保険制度にかかる社会保険診療報酬支払

基金への納付金で１億３，６０９万２，０００円の決算となりました。 

 続きまして、７款の共同事業拠出金でございますが、保険者から千葉県国民

健康保険団体連合会への拠出金で２億１４５万８，０００円、前年度比較４４

万７，０００円、０．２％の増でありました。 

 次の保健事業費につきましては、特定健診や保健センターの運営にかかる費

用で４，４８４万３，０００円となりました。 

 以上、歳入歳出の主なものについて説明させていただきました。以上で、国

民健康保険特別会計決算についての説明を終わらせていただきます。 
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 続きまして、認定第３号、平成２３年度東庄町後期高齢者医療特別会計の歳

入歳出決算状況についてご説明申し上げます。参考資料の６５ページをお願い

いたします。 

 後期高齢者医療特別会計につきましては、千葉県後期高齢者医療広域連合に

おきまして、医療給付事業等を行っておりまして、町は保険料の徴収事務を行

い、その収納額について広域連合へ納付、また被保険者にかかる減額賦課等に

伴う町負担分について、町の一般会計より繰り入れをし、あわせて広域連合へ

納付するものでございまして、そのほかの支出といたしましては、総務費にお

きまして事務費及び徴収費を捻出しております。 

 それでは歳入よりご説明申し上げます。 

 後期高齢者医療特別会計の歳入総額は１億４７万５，０００円となりました。

歳入のうち、医療保険料及び繰入金で９７％を占めております。１款の医療保

険料は６，６０９万３，０００円で、歳入全体の６５．８％、３款の繰入金は

事務費等をあわせました一般会計からの繰入金で３，１４１万円、構成比は３

１．２％となっております。そのほか、前年度からの繰越金が２３８万円、ま

た諸収入において広域連合からの賦課徴収等にかかる委託料など、５７万９，

０００円の決算となりました。 

 次に歳出についてご説明いたします。 

 歳出の決算総額は９，７４２万２，０００円となりました。初めに第１款の

総務費でございますが、ここでは資格及び収納などにかかる電算の経費及び徴

収費において、保険料の算定にかかる電算処理業務の委託料などでございまし

て、総務費の決算額は２０４万７，０００円となりました。２款の後期高齢者

医療広域連合納付金につきましては、先ほど申し上げましたとおり、徴収され

ました保険料並びに軽減賦課にかかります町の負担分をあわせました９，５３

６万２，０００円を納付しております。 

 以上で、後期高齢者医療特別会計の決算説明を終わらせていただきます。よ

ろしくお願いいたします。 

 議長（鎌形寿一君） 

 まちづくり課長。 

まちづくり課長（金島正好君） 
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 それでは、私の方から認定第４号、平成２３年度東庄町食肉センター特別会

計決算についてご説明いたします。参考資料の６６ページをごらんください。 

 初めに、歳入歳出の決算の状況につきまして、ご説明をいたします。まず歳

入合計ですが１億４，８９８万９，０００円となりまして、前年と比較して３

７７万８，０００円の増額、２．６％の増となりました。 

 １款の事業収入ですが、センターの各種使用料の合計は１億９８３万３，０

００円、前年度と比較しまして３５２万円、３．１％の減少となりました。こ

れは処理頭数の減によるものでございます。次に、２款・繰越金でございます

が３，９０６万３，０００円で、２２年度と比較しまして７３９万３，０００

円の増額となっております。次に、３款・財産収入ですが財政調整基金の積立

利息で７万７，０００円となっております。次に諸収入ですが、歳計金の預金

利子の１万６，０００円となっております。 

 続きまして、歳出ですが合計で１億２，１７２万２，０００円となり、平成

２２年度と比較して１，５５７万４，０００円の増額となりました。 

 １款の事業費ですが、食肉センターの維持管理運営にかかる経費となります

指定管理料及び消費税等で８，１７２万２，０００円、食肉処理機械導入事業

補助金として１，５００万円、合計で９，６７２万２，０００円、前年度と比

較しまして１，５５７万４，０００円、１９．２％の増となっております。次

に、２款・積立金ですが、１，５００万円を食肉センター特別会計財政調整基

金として積み立てをいたしました。前年度と同額となっております。次に３款・

諸支出金ですが、一般会計への繰出金で１，０００万円です。こちらも前年度

と同額となっております。歳入合計の１億４，８９８万９，０００円から歳出

合計の１億２，１７２万２，０００円を差し引きました２，７２６万７，００

０円が翌年度への繰り越しとなりました。 

 次に、搬入及び処理頭数についてご説明をいたします。６７ページをお開き

ください。 

 産地別搬入頭数につきましては、（2）の円グラフのとおりとなっておりまし

て、搬入頭数９万７，７９３頭のうち東庄町５万４，９９３頭、旭市３万２，

５９７頭、香取市５，６７９頭が主な搬入市町となっております。と畜処理頭

数につきましては９万７，７９３頭で、平成２２年度と比較して２，９９６頭、
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２．７％の減となりました。主な要因といたしましては、夏の猛暑により生産

頭数の減少によるものと考えております。食肉センターの稼働日数は２４７日

で、１日平均処理頭数は約３９６頭でした。 

 次に、財政調整基金について説明いたします。決算書の３３６ページをお開

きください。上から３段目、左の表をごらんいただきたいと思います。 

 食肉センター財政調整基金といたしまして、２３年度は１，５００万円を積

み立て２億８３３万９，０００円の残高となっております。 

 以上で、食肉センター事業会計の説明を終わります。よろしくお願いします。 

議長（鎌形寿一君） 

 健康福祉課長。 

健康福祉課長（林 敏行君） 

 お手数ですが、決算参考資料の６８ページをお開きいただきたいと存じます。

認定第５号、平成２３年度東庄町訪問看護ステーション特別会計歳入歳出決算

認定について、内容をご説明申し上げます。 

 最初に下段の方から（2）訪問看護の利用状況でございますが、平成２３年度

の利用者数の合計は２９５人、延べ件数１，６４６件でございます。なお、こ

こには記載してございませんが、平成２２年度と比較しますと、利用者数の合

計で７５人の増、率にして３４．１％の増、延べ件数で４２４件の増、率にし

て３４．７％の増となっております。 

 それでは、平成２３年度決算状況についてご説明申し上げますが、順序とし

まして平成２３年度の決算額と構成比、前年度との比較増減を金額と率で申し

上げ説明を続けさせていただきます。それでは歳入からご説明申し上げます。 

 歳入の主なものは、１款・事業収入の１，３１０万５，０００円でございま

す。構成比では全体の５４．０％を占めておりまして、前年度との比較では金

額で２９３万２，０００円の増、率で２８．８％の増となっております。増額

の要因は先ほど申し上げました利用者数、利用件数の増によるものでございま

す。２款・繰入金につきましては６７６万４，０００円で、構成比は２７．８％、

前年度との比較では金額で２１７万３，０００円の増、率で４７．３％の増で

ございます。一般会計からの繰入金でございます。３款・繰越金の４３８万８，

０００円につきましては、構成比１８．１％、前年度との比較では金額で２５
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５万７，０００円の減、率で３６．８％の減となっております。前年度からの

繰越金でございます。４款・諸収入の１万９，０００円につきましては、構成

比０．１％、前年度との比較では金額で３，０００円の減となっております。

歳計金預金利子及び臨時職員の過年度分労働保険料の精算金でございます。 

 以上、歳入合計では２，４２７万６，０００円でありまして、前年度との比

較では金額で２５４万５，０００円の増、率で１１．７％の増となりました。 

 次に歳出について申し上げます。歳出は１款・事業費のみで１，３９８万９，

０００円、前年度との比較では金額で３３５万５，０００円の減、率で１９．

３％の減となりました。減額の主な要因は職員１名を臨時職員にしたことによ

る人件費の減によるものでございます。内訳としましては、訪問看護職員２名

と臨時職員１名の人件費がほとんどでありまして、その他、パソコンシステム

の保守委託料、消耗品などでございます。 

 以上の結果、歳入歳出差し引き１，０２８万７，０００円の黒字となりまし

た。これにつきましては平成２４年度への繰り越しとなります。 

 以上で、訪問看護ステーション特別会計決算の説明を終わります。 

 続きまして、６９ページをごらんいただきたいと存じます。 

 認定第６号、平成２３年度東庄町介護保険特別会計歳入歳出決算認定につい

て内容をご説明申し上げます。 

 平成２３年度は、町長の提案理由にありましたとおり、第４期介護保険事業

計画の最終年度でございまして、また、第１号被保険者の保険料については平

成２１年度と平成２２年度に介護従事者処遇改善臨時特例基金を活用した負担

軽減を行っておりましたけれども、平成２３年度はこれがなくなりまして、し

たがいまして基準額第４段階の月額保険料で見ますと、平成２２年度の３，１

４０円に対して４０円増の３，１８０円となっております。 

 それでは決算の内容についてご説明を申し上げます。歳入からご説明申し上

げます。 

 １款・保険料は１億６，３３０万６，０００円、全体の構成比では１６．７％

を占めます。前年度との比較では金額で３０８万１，０００円の増、率にして

１．９％の増となっております。増額の要因は第１号被保険者保険料でありま

して、６５歳以上の高齢者の増加と保険料の増額によるものでございます。２
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款・使用料及び手数料１万８，０００円につきましては、介護保険料未納者へ

の督促手数料でございます。 

 次に、３款・国庫支出金から５款・県支出金につきましては、主に介護保険

法で定められた保険給付費、地域支援事業費に対するそれぞれの負担金でござ

います。３款・国庫支出金２億１，５５９万９，０００円、４款・支払基金交

付金２億７，６２０万２，０００円、５款・県支出金１億３，４０９万３，０

００円でございます。ここには記載してございませんが、これらを合算します

と、６億２，５８９万４，０００円、合算の構成比では６３．９％を占めます。

前年度と比較しますと金額で６，０８１万３，０００円の増、率にして１０．

８％の増となっております。これは保険給付費の増加に伴いまして、国・県支

出金や社会保険診療報酬支払基金からの交付金がふえたことによるものでござ

います。 

 なお、ここに記載はございませんが、３款・国庫支出金には二つの新規補助

金を含んでおります。一つは災害臨時特例補助金１９７万７，０００円。さき

の東日本大震災で家屋が全壊、半壊した６５歳以上の方への支援策としまして、

第１号被保険者保険料を全壊世帯には全額、半壊世帯には半額を減免する一方

で、介護保険サービス等の利用者負担１割の全額免除と、施設利用者等の食費・

居住費の自己負担分を減免しております。災害臨時特例補助金はこれらの全額

が補助されたものでございます。二つ目は介護保険事業費補助金１５万２，０

００円で、平成２４年度の介護報酬改定に伴うシステム改修費の２分の１が補

助されたものでございます。 

 次に、６款・財産収入の２万４，０００円につきましては、介護給付費準備

基金を定期預金で１年間運用したことによる利子分の収入でございます。 

 ７款・繰入金につきましては１億６，７８９万２，０００円、構成比１７．

２％、前年度比較では金額で１，６２９万６，０００円の増、率にして１０．

７％の増でございます。詳しい内容はここに記載してございませんが、介護保

険法で定められた一般会計の介護給付費及び地域支援事業費に対する負担金が

１億１，４９２万７，０００円、職員給与費等の総務費負担金が４，２１２万

６，０００円。さらに介護給付費等の支払いに不足が見込まれましたので、介

護給付費準備基金から１，０００万円を取り崩した分と平成２３年度末をもっ
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て廃止となった介護従事者処遇改善臨時特例基金の残金を取り崩しました８３

万９，０００円でございます。 

 次に８款・繰越金の２，１８５万円につきましては、構成比２．２％、前年

度との比較では金額で５２５万円の減、率にして１９．４％の減となっており

ます。前年度からの繰越金でございます。 

９款・諸収入の６万７，０００円につきましては、保険料の滞納による延滞

金、歳計金預金利子などでございます。 

以上、歳入合計では９億７，９０５万１，０００円、前年度との比較では金

額で７，４８２万６，０００円の増、率にして８．３％の増となりました。 

 次に歳出について申し上げます。１款・総務費は４，５２５万円、全体の構

成比では４．７％を占めます。前年度と比較しますと金額で２４７万６，００

０円の増、率にして５．８％の増となりました。増額の主な要因は第５期介護

保険事業計画の策定に要した費用１８０万８，０００円が前年度に比べ皆増と

なっているものでございます。１款の内容については職員の給与、手当、保険

料通知事務、介護認定調査及び審査会の費用、第５期の介護保険事業計画の策

定等の費用でございます。 

次に歳出の大部分を占める、２款・保険給付費につきましては８億８，４３

３万６，０００円、構成比は９２．４％、前年度と比較しますと金額で７，２

７５万２，０００円の増、率にして９．０％の増となりました。増額の主な要

因としましては、居宅介護、施設介護サービスの利用の増などによるものでご

ざいます。 

 なお、下段の（2）保険給付状況にサービス別の件数、給付金額を記載してご

ざいますので、後ほどごらんいただきたいと存じます。 

 戻りまして、３款・地域支援事業費は１，７６１万７，０００円、構成比１．

９％、前年と比較しますと金額で２３２万６，０００円の増、率にして１５．

２％の増となりました。増加の要因としましては、職員１名分の人件費の出ど

ころを一般会計から介護保険会計に変えたことによるものでございます。なお、

この事業は、要介護認定を受けていない方などへの介護予防事業、総合相談、

ケアマネジャー相互の情報交換の支援等の包括的支援事業及び町独自の任意事

業を実施したものでございます。 
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 ４款・公債費につきましては、一時借り入れを行っておりませんので支出は

ございません。 

 次に５款・諸支出金は９９２万２，０００円、構成比１．０％、前年度と比

較しますと金額で２８０万５，０００円の減、率にして２２．０％の減となり

ました。前年度の介護給付費、地域支援事業の精算による返還金などでござい

ます。 

 以上、歳出合計では９億５，７１２万５，０００円、前年度との比較では金

額で７，４７４万９，０００円の増、率にして８．５％の増となりました。 

 以上の結果、歳入歳出差し引きの残高は２，１９２万６，０００円の黒字と

なりました。なお、国庫支出金等の精算を平成２４年度に行うわけでございま

すが、精算後においての余裕資金は１，２７０万円程度となる見込みでござい

ます。 

 続きまして、介護保険関係の二つの基金の状況についてご報告を申し上げま

す。お手数ですが、決算書本冊の３３６ページをお開きいただきたいと存じま

す。 

 まず、２段目の左側に記載してございます、介護保険給付準備基金につきま

しては、平成２３年度中の預金利子収入分、細かく申し上げますと２万４，４

００円を新たに積み立てた一方で、介護給付費の支払いに充てるため１，００

０万円を取り崩ししております。したがって期中の移動としましては９９７万

５，０００円の減で、年度末残高は５，１５４万２，０００円でございます。 

 また、その右側、介護従事者処遇改善基金につきましては、平成２３年度末

までの時限基金でありましたので、残額８３万９，０００円全額を取り崩しし

まして、基金を廃止しております。取り崩しした分につきましては、平成２４

年度に国へ返還となります。 

 以上で、介護保険特別会計決算の説明を終わります。よろしくお願い申し上

げます。 

 議長（鎌形寿一君） 

 まちづくり課長。 

まちづくり課長（金島正好君） 

 それでは、認定第７号、平成２３年度東庄町水道事業会計剰余金の処分及び
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決算についてご説明申し上げます。 

 地方公営企業法第３２条第２項改正により、剰余金の処分について決算とあ

わせて議会の議決を得ようとするものでございます。 

 決算書の２９５ページをお願いいたします。平成２３年度東庄町水道事業剰

余金処分計算書でございます。未処分利益剰余金については２，９５４万４，

７５０円となっており、この全額を減債積立金として処分するものでございま

す。 

 続きまして、申しわけございません、参考資料の方へお戻りいただきたいと

思います。７０ページをお願いいたします。 

 (1)収益的収入及び支出について円グラフによりご説明を申し上げます。収益

的収入では４億８６６万３，０００円で、対前年度比１，８４１万９，０００

円、率で４．３％の減となっております。この主な要因は、気候的なものと人

口の減少、東日本大震災による減免によるものでございます。収入全体の内訳

は営業収益で３億２，３５５万９，０００円、営業外収益で８，５１０万４，

０００円となっています。収入全体の７９．２％を占める営業収益の内訳は、

給水収益で３億１，４４６万７，０００円、給水申込金、他会計負担金ほかで

９０９万２，０００円となっています。また、収入全体の２０．８％を占める

営業外収益の内訳は、一般会計からの補助金５，０００万円、県からの補助金

３，４７５万円、その他雑収益では預金利息等で３５万４，０００円となって

おります。 

 次に、収益的支出では３億７，９１１万８，０００円で、対前年度比９９４

万９，０００円の増額となり、率で２．７％の増となっています。この主な要

因は、震災により貯水タンクの管理用階段、高さ３０メートルが破損したこと

により修繕費が増額したことによるものでございます。支出全体の内訳は、営

業費用３億７，４７６万１，０００円、営業外費用ほかで４３５万７，０００

円となっております。支出全体の９８．９％を占める営業費用の内訳は、受水

費で２億３，４７５万２，０００円、減価償却費６，９１５万２，０００円、

人件費３，１５５万２，０００円、動力費、委託料ほかで３，９３０万５，０

００円となっております。支出全体の１．１％を占める営業外費用ほかは企業

債の支払利息等で４３５万７，０００円となっております。 
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 次に、(2)資本的収入及び支出についてご説明いたします。資本的収入はござ

いません。支出は総額１億６，３５１万５，０００円で、内訳は建設改良費に

２９９万３，０００円、固定資産取得費に１４６万円、企業債償還金に１億５，

９０６万２，０００円となっております。建設改良費は小南の配水管切り回し

工事、固定資産取得費は新堀配水場の計装機器の更新工事によります。また、

企業債償還金につきましては、企業債の元金の償還と繰り上げ償還に支出いた

しました。なお、収支の不足額１億６，３５１万５，０００円は、当年度消費

税及び地方消費税資本的収支調整額２０万５，０００円、減債積立金５，７９

１万３，０００円及び過年度分損益勘定留保資金１億５３９万７，０００円で

補填しております。 

 次に、経営状況の推移でございますが、平成１９年度から平成２３年度まで

の５年間の収益的収支については、下記の表のとおりでございます。 

 なお、平成２３年度の収益的収支では前年度より２，８３６万８，０００円

の減少となりましたが、２，９５４万５，０００円の純利益を上げることがで

きました。 

 続きまして７１ページをお願いいたします。 

 平成２３年度の業務量でございます。年度末給水人口は１万２，５３０人で、

対前年度比較１０３人の減、普及率は０．５％増の８１．７％でございます。

年度末給水戸数につきましては４，００１戸で、対前年度比較２２戸の増とな

っております。年間給水量では１４９万２，５７４立方メートルで、対前年度

比較４万２，５９５立方メートルの減となっております。年間有収水量は１４

３万５，４０３立方メートルで、対前年度比較４万２，０５９立方メートルの

減となっております。有収率につきましては９６．２％で前年度と同率になっ

ております。 

 以上で、水道事業会計決算について説明を終わります。よろしくお願いいた

します。 

議長（鎌形寿一君） 

 病院事務長。 

病院事務長（宇ノ澤康成君） 

 それでは、国保東庄病院事業会計決算についてご説明申し上げます。決算参
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考資料の７２ページをごらんください。 

 平成２３年度の収益的収支の決算の状況でございますが、収入総額１０億６

３万２，０００円、支出総額９億７，１９１万７，０００円で、損益計算にお

ける当年度純利益は２，８７１万５，０００円となり、昨年度に続き黒字とな

りました。病院事業収入についてですが円グラフの内側、医業収益が９億２，

５５２万５，０００円で、収入総額の９２．５％、医業外収益が７，５１０万

７，０００円で７．５％です。医業収益の内訳では円グラフの外側、入院収益

が２億２，５８７万円で２２．６％、外来収益が４億６，００９万９，０００

円で４６．０％、室料差額、人間ドック、各種検診などのその他医業収益が５，

９９５万２，０００円で６．０％、介護保険事業収益が１億７，９６０万４，

０００円で１７．９％です。医業外収益の内訳では、一般会計繰入金などの負

担金・交付金が７，２９４万８，０００円で７．３％、患者外給食収益、自動

販売機手数料などのその他医業外収益が２１５万９，０００円で０．２％です。 

 続いて、病院事業支出についてですが、円グラフの内側、医業費用が９億２，

３０２万３，０００円で、費用総額の９５．０％、医業外費用が４，８８９万

４，０００円で５．０％です。医業費用の内訳では、円グラフの外側、給与費

が４億４，１２３万９，０００円で４５．４％、材料費が２億９，５８０万円

で３０．４％、経費が１億６７４万４，０００円で１１．０％、減価償却費、

資産減耗費、研究研修費などのその他が７，９２４万円で８．２％です。医業

外費用の内訳では、企業債利子２，９２９万９，０００円、患者外食材料費１

４万円、仕入れにかかる消費税額などの雑損失１，８９７万９，０００円と繰

延勘定償却４７万６，０００円でございます。 

 ７３ページをお願いいたします。 

 資本的収支の決算の状況でございますが、収入合計１億５１８万５，０００

円、支出合計１億３，４１４万５，０００円で、収支不足額２，８９６万円は、

当年度消費税及び地方消費税資本的収支調整額３７５万９，０００円と、過年

度分損益勘定留保資金２，５２０万１，０００円で補填をいたしました。 

 収入の内訳では、企業債が３，５００万円、町一般会計からの出資金３，７

５９万７，０００円、補助金３，２５８万８，０００円です。この補助金とい

うのは地域医療再生臨時特例交付金でございます。支出の内訳では、建設改良
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費８，１７６万２，０００円と企業債償還金５，２３８万３，０００円です。

建設改良費の内訳はリハビリ施設の増改築工事、そしてリハビリテーションの

器具及び通所リハビリの送迎車の購入、また空調機器の取替工事等でございま

す。 

 次に、収益的収支の決算の推移でございますが、平成１９年度から平成２３

年度までを記載してございます。平成２３年度では、収入１０億６３万２，０

００円で、前年度と比較して２，０８５万４，０００円、２．１％の増額とな

っております。これは入院収益、外来収益がともに伸びたことによる医業収益

の増収となったためでございます。支出では９億７，１９１万７，０００円で、

前年度と比較して８０７万８，０００円、０．８％の増となりまして、２３年

度純利益は２，８７１万５，０００円となりました。先ほど申し上げましたよ

うに、昨年度に続いての黒字でございます。 

 次に、入院・外来延患者数の推移でございますが、平成１９年度から平成２

３年度までを記載してございます。平成２３年度入院延患者数は１万９，３７

９人で、前年度と比較して１，３１９人、６．４％の減、うち介護保険分では

１万７９３人で、前年度と比較して１，２４１人、１０．３％の減となりまし

た。続いて外来延患者数ですが、平成２３年度３万１，３５８人で、前年度と

比較して７７０人、２．５％の増となりました。１日当たり患者数では、入院

３６６日で１日当たり５２．９人、外来で２６８日で１日当たり１１７．０人

となりました。 

 ７４ページをごらんください。 

 平成２３年度末の病院事業債現在高でございますが、合計で元金１０億２，

６３２万６，７０４円、利子が２億３，６３１万１，３５０円、合計で１２億

６，２６３万８，０５４円です。 

 以上で説明を終わります。よろしくお願い申し上げます。 

議長（鎌形寿一君） 

 説明が終わりました。 

 ここで暫時休憩といたします。再開は午後１時といたします。 

（午前１１時５６分 休憩） 

（午後 １時００分 再開） 
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議長（鎌形寿一君） 

 休憩前に引き続き会議を再開します。 

 本決算について、提出者からの説明が終わりましたので、ここで、監査委員

の代表から審査報告の説明を求めます。 

 監査委員、平山茂君。 

監査委員（平山茂君） 

 このたび新しく就任いたしました平山と申します。議会選出の土屋監査委員

とともに精進しながら精いっぱい職務を全うしていきたいというふうに思いま

す。どうかひとつ、よろしくお願い申し上げます。 

 まず意見書についてでありますが、議員の皆様におかれましては既にお目通

しのことというふうに思います。ところどころはしょるところがあるかもしれ

ませんが、ひとつよろしくお願いしたいというふうに思います。また、総括意

見のところだけは全文読ませていただきたいというふうに思います。 

 それでは、５３ページをお願いします。 

 まず まず一般会計・特別会計歳入歳出決算の意見書ですが、審査の対象、

（1）平成２３年度東庄町一般会計歳入歳出決算から、（6）平成２３年度東庄

町介護保険特別会計歳入歳出決算についてであります。 

審査の期間は、平成２４年７月３０日及び８月１６日であります。 

審査の経過ですが、平成２４年７月１０日付で、総第８２号をもって審査に

付されました、平成２３年度東庄町一般会計及び特別会計歳入歳出決算及び基

金運用状況の審査に当たっては、予算の執行が議決の本旨及び地方自治法第２

条第１４項に規定された住民の福祉の増進を図り、経済性・効率性を念頭に運

用されているか、あるいはまた、会計経理事務が法規に準拠して正確かつ適正

に処理されているか等に検討を加え、提出された関係諸帳簿及び証拠書類等を

精査し、あわせて関係職員の説明を聴取する方法により慎重に審査をしてまい

りました。 

審査の結果につきましては、審査に付された各会計の歳入歳出決算書は、関

係法令にのっとり作成され、計数は関係諸帳簿等照合の結果正確であり、予算

の執行については、おおむね所期の目的に沿ってなされており、内容も正当な

ものと認定をいたしました。また、財産に関する調書におきましては、財産状
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況・異動状況についての計数も正確であると認められました。 

 決算の概要でありますが、５４ページに表をつけておりますので、数字はご

らんのとおりでございます。各会計とも、実施事業の内容により差異はありま

すが、おおむね、実質収支額を対前年から増額させており、順調な財政運営と

なった。 

 ５５ページをお願いします。 

 ６、総括的評価でありますが、まず普通会計と一般会計についてであります。 

 ①財政力指数について、これは地方公共団体の財政力を評価するために一般

的に用いられる指標であります。平成２３年度においては０．４４７となり、

平成２０年度分の指数（０．５０８）が今回は算定から除外されたこともあり

まして、前年度の指数０．４７３を下回る結果となった。数値は、年々下降傾

向にあり、財政基盤が脆弱化していると言えるのではないかと思います。 

 次に、②経常収支比率でありますが、これは財政構造の弾力性を評価するた

めに用いられる指標であります。この比率は、通常７０～８０％の間にあり、

８０％を超えると財政が硬直化しているものとされております。近年は、本来

地方交付税で措置されるべき臨時財政対策債の元利償還金が増大する傾向にあ

りまして、これが全国的な経常収支比率の上昇を招いております。 

 本町における過去３カ年の比率は、平成２１年度は８１．６％、平成２２年

度は８０．１％、平成２３年度は８０．９％と推移しております。県内では数

値の低さでは上位に位置しているところですが、これは、人件費の削減をはじ

め予算執行における継続的な経費抑制の努力の結果として評価するものであり

ます。今後も、経常収支比率の現状維持、そしてさらなる改善に努力されたい。 

 なお、経常一般財源収入額に臨時財政対策債を含めない場合の比率は、平成

２３年度は８５．６％となっております。 

 次に、③財源内訳及び性質別歳出の状況であります。歳入における財源内訳

は、自主財源が４１．５％、依存財源が５８．５％であり、平成２０年度から

自主財源の比率の減少が続いているところであります。 

 消費的経費７０．４％、それから投資的経費１４．８％、その他１０．８％

と性質別歳出がなっておるところですが、このうち、投資的経費については、

普通建設事業が９．３％、東日本大震災による災害復旧事業が５．５％を占め
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ております。今後、普通建設事業にかかる投資的経費を確保するため、消費的

経費を縮減するとともに、なお一層の経費節減に努められたい。 

 次に、④町税の滞納及び不納欠損についてであります。平成２３年度町税に

おける不納欠損額は２８０万６，３０８円でありました。収入未済額は、現年

度課税分及び滞納繰越分をあわせて１億２，１８７万７，４２８円でありまし

た。 

 ５６ページをお願いします。 

 町税全体の徴収率は、平成２３年度は９１．６％となったわけですが、滞納

整理を税関係職員全員で取り組み、あるいは滞納者の財産調査や差し押さえを

積極的に執行するなど、徴収努力は、評価するものであります。しかしながら、

徴収率は低下傾向にあることから、健全な財政運営のためにも、納税意識の高

揚を図り、さらなる徴収率の向上に努められたい。 

 次に、特別会計でありますが、①国民健康保険特別会計であります。不納欠

損額、収入未済額は掲載のとおりであります。 

 徴収率は、平成２３年度国保税全体で７６．１％と対前年度比１．４ポイン

ト低下しております。しかし、震災の影響や景気の低迷などが影響し、全体的

に徴収率が下がる中、本町は県内市町村においても速報値では５位にあり、徴

収事務の努力の成果として評価したい。 

 今後とも、短期被保険者証制度の活用による納税の励行を確保するとともに、

悪質な滞納者に対しては、資格証制度の適用を強化するなど、積極的に滞納額

の減少に努めていただきたいと思います。 

 次に、（3）歳計現金及び基金でありますが、まず①財政調整基金であります。

財政調整基金の過去５年間の推移はここに記載してあるとおりであります。お

目通し願います。 

 平成２１年度までは５億円程度の残高でありましたが、平成２２年度に２億

円、そして平成２３年度に２億円の積み立てを行っています。経費の削減と効

率的な行政運営により余剰を蓄えた成果として評価したいと考えております。 

 財政調整基金は、災害など不測の事態において、その果たす役割は大きいこ

とから、今後とも積立額の堅持・増額に努められていただきたい。 

 ②国民健康保険診療報酬支払準備基金についてであります。平成２３年度に
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おける残高は、前年同額の１億１，５５０万１，０００円となっております。

この同基金の設置条例においては、積み立ての目標額平成２３年度決算ベース

では１億９，５６４万３，０００円となっておりますが、医療の高度化に伴い、

本町の国民健康保険事業規模での標準的な積立額は２億９，３４６万５，００

０円となります。 

 医療費は、今後も増加することが見込まれることから基金の充実を強く要望

したいと思います。 

 最後に、総括的意見であります。平成２３年度は、東日本大震災による災害

復旧等に多大な費用を要したところでありますが、震災復興特別交付税や災害

復旧にかかる国庫支出金、繰越金等の投入により、決算における財政状況は、

前年度に続き良好なものとなった。 

 本町では、震災に伴い、町道施設、土地改良施設など多大な被害をこうむっ

たが、復旧事業が迅速に完了したことは評価に値するものであります。また、

庁舎、学校施設をはじめ公共施設において、ほとんど被害がなかったことは、

早期に計画的な耐震改修事業に取り組み、１００％完了していたことによる結

果と考えます。さらには、町内の３分の１に相当する世帯で屋根がわらの崩落

等、住家被害があったことを受け、速やかに独自の見舞金制度を創設し、支給

を開始したことは、町民の満足度を高めるものとして評価したい。 

 歳出全般では、職員数削減等の効果により、人件費が低く抑えられている点

を評価したい。しかし、事務事業の見直しは常に行う必要があり、一例を挙げ

ると、税の納期前納付報奨金制度については、その目的、納税者の公平性、財

政的負担などから制度の存続を検討する必要があると考える。 

 歳入全般では、町の基軸財源である税収が、減少傾向にあります。景気の低

迷に加え、生産年齢人口の減少が大きな要因と考えられますが、将来的な財政

の逼迫が懸念されるところであります。 

 高齢化社会の進行に伴い、社会保障に要する経費の増加が避けられない状況

にあることから、今後とも、税財源の確保に努め、個々の事務事業の必要性を

検討し、さらなる歳出の縮減に取り組むことで健全な行財政運営を推進してい

ただきたいと思います。 

 また、本町は、子育て支援としての中学生までの医療費無償化など、他市町
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に先駆けて町民福祉の向上に資する施策を実施しており、今後も、健全財政を

維持しつつ、町民の満足度を高める施策を積極的に展開されるよう要望するも

のであります。 

 次に、平成２３年度東庄町水道事業会計及び東庄町国民健康保険東庄病院事

業会計決算審査について、報告したいと思います。 

 ５９ページをお願いします。 

 審査の対象につきましては、平成２３年度東庄町水道事業会計決算、それか

ら平成２３年度東庄町国民健康保険東庄病院事業会計決算。 

 審査の期間は平成２４年７月３０日であります。 

 審査の経過につきましては、お目通しをお願いしたいというふうに思います。 

 審査の結果についてでありますが、審査に付された各会計の決算書は、関係

法令にのっとり作成され、計数は関係諸帳簿等照合の結果正確であり、予算の

執行については、おおむね所期の目的に沿ってなされており、内容も正当なも

のと認定をいたしました。 

 決算の概要につきましては、まず（1）東庄町水道事業会計でありますが、収

益的収支は、事業収益が４億８６６万３，０００円で対前年比９５．７％とい

うことであり、そのうち営業収益が３億２，３５５万９，０００円となってお

ります。県から３，４７５万円及び町の一般会計から５，０００万円、あわせ

て８，４７５万円の補助を受けております。 

 業務の状況につきましては昨年度と比較しますと、年度末給水戸数、それか

ら給水人口がそれぞれ４，００１戸、１２，５３０人と給水戸数は微増となっ

ておりますが、給水人口が減少をしております。さらに、年間有収水量は１４

３万５，４０３立米となっておりますが、有収水量率は９６．２％と対前年度

と同じでありました。 

 次に、(2)東庄町国民健康保険東庄病院事業会計でありますが、収益的収支及

び事業収益については、先ほど執行部の方から説明があった内容のとおりであ

りますので、省かせていただきます。 

 業務の状況につきましては、入院及び外来延患者数がそれぞれ１万９，３７

９人、そして３万１，３５８人となり、入院患者が減少し、外来廷患者は増加

したということであります。 
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 次に、審査の総括的意見、(1)東庄町水道事業会計について、平成２３年度決

算における業務実績については、給水人口が微減となったものの、普及率は８

１．７％で、前年度と比較し、０．５ポイント向上している。有収水量率は９

６．２％で前年度と同じ数値を示しております。高水準を維持していると言え

るのではないかと思います。年間給水量が前年度と比較し４万２，５９５立米

減少し、２．８％の減となっております。これは、前年度が記録的な猛暑であ

ったことが主な要因と考えられるが、人口減少により年間給水量が縮小傾向に

あることから、一層、効率的な給水体制の確立が求められます。 

 経営状況については、前年度と比較して事業収益が１，８４１万９，０００

円減少する一方、事業費用が９９４万９，０００円増加しておるところであり

ます。事業収益の減少は、給水量の減少によるものであり、事業費用の増加は、

新堀配水場の管理用階段改修事業の実施が主な要因となっているところであり

ます。結果として黒字幅が大幅に減少したものの、２，９５４万５，０００円

の純利益を計上しており、黒字経営を維持していることは評価できる。 

 しかしながら、給水原価が供給単価を依然として上回っており、給水にかか

る費用が水道料金による収入以外の他の収益で補われていることから、一層の

経営努力に取り組み、損失が生じないよう健全経営を目指していただきたい。 

 また、企業債の償還におきまして９，４７９万２，０００円の繰上償還を行

い、企業債残高が前年比１億５，９０６万２，０００円減少していることは、

経営の健全化に資するものとして評価するものであります。今後も起債残高の

縮減に努め、さらなる健全化を図られたい。 

 なお、今後、老朽設備の更新が必然的に発生すると予想されるが、更新事業

の集中化が効率性を高めることを考慮し、計画的に実施されたい。 

 最後に、水道料金の未収金整理において、日常的に工夫・努力をしており、

健全経営に資するものとして評価したい。引き続き、負担の公平性を確保する

ため、未収金の解消に努められたい。 

 (2)東庄町国民健康保険東庄病院事業会計についての総括的意見であります。 

平成２３年度決算では、経営状況につきましては、病院事業収益が前年度比２．

１％の増に対し、病院事業費用が０．８％の増に抑えられております。その結

果、損益計算では２，８７１万５，０００円の純利益を計上しているところで
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あります。病院新築移転以来、初めて黒字に転じた昨年度から、連続で黒字決

算となっていることは大いに評価するものであります。 

 ６１ページをお願いします。 

 とりわけ、医業収益に対する給与費の割合は４７．６７％と良好な数値を示

しており、余剰人員を抱えず、収益を確保しているとうかがえるものでありま

す。また、医薬品をより低廉な価格で購入する努力をしており、材料費の抑制

にもつながっております。さらに燃料費・電気代の節減に向け、職員が共通認

識を持って取り組んでいると認められ、こうした努力が町民の知るところとな

れば、町民が皆で支える病院として発展していくものと考えるものであります。 

 また、増改築によりリハビリテーションルームを拡張し、事業の拡充を図っ

たことが医業収益増大の一因ともなっております。高齢社会の進展及び旭中央

病院との連携の促進によりリハビリ部門は需要が高まってきており、さらなる

充実を望むものであります。 

 後期研修プログラムの導入は、医師の確保に奏功したところでありますが、

今後の地域医療において医師の確保は最重要課題であることから、引き続き、

医師・看護師など医療スタッフの確保に取り組み、医療体制の充実と患者サー

ビスの向上に努められたい。 

 業務実績におきましては、年間の入院患者数が前年度と比較して、１，３１

９人減少しているが、これは介護保険適用の入院患者数の減が主な要因で、新

たに開設した老健施設への転所等に起因しているものと思われます。病床利用

率では、年間平均で６６．２％となり、前年度を４．７ポイント下回る結果と

なったが、これは一時的な低下と見られることから、改善に向け努力を促すと

ともに、推移を注視したいと思います。 

 また、組織として、医療安全管理部を新たに設置し、医療の質の向上を図る

とともに、医療事故の防止に努めていることは、評価できるものであります。 

 最後に、今後とも旭中央病院との連携を軸に地域の中核医療・療養施設とし

ての役割を果たすべく、医師等の確保に万全を期すとともに、地域住民に対し

安全で安心な医療が提供されることを望むものであります。 

 以上、報告を終わります。 

議長（鎌形寿一君） 



－94－ 

 説明が終わりました。 

 ただいま議題となっております、認定第１号から認定第８号までについては、

議員全員で構成する決算審査特別委員会を設置し、これに付託の上、審査する

ことにしたいと思います。 

 ご異議ありませんか。 

          （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

議長（鎌形寿一君） 

 異議なしと認めます。 

 したがって、認定第１号から認定第８号までについては、議員全員で構成す

る決算審査特別委員会を設置し、これに付託の上、審査することに決定しまし

た。 

 これより決算審査特別委員会の委員長及び副委員長の互選を行うため、しば

らく休憩します。議員各位及び執行部の皆様はそのままお待ちください。 

（午後 １時３０分 休憩） 

（午後 １時３６分 再開） 

議長（鎌形寿一君） 

 休憩前に引き続き会議を再開します。 

 休憩中に開催されました決算審査特別委員会において委員長及び副委員長の

互選が行われましたので、改めてその結果を報告します。 

 委員長に宮崎正吾君、副委員長に林甚一君が選任されました。 

 以上で報告を終わります。 

 日程第９、休会の件を議題とします。 

 お諮りします。 

 委員会審査等のため、９月１２日から２０日までの９日間を休会としたいと

思います。 

 これにご異議ありませんか。 

          （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

議長（鎌形寿一君） 

 ご異議なしと認めます。 

 したがって、９月１２日から２０日までの９日間を休会とすることに決定し
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ました。 

 これで本日の日程は全部終了しました。 

 ９月２１日の会議は議事の都合により、午後２時３０分に繰り下げて開くこ

とにします。予定の時刻に参集願います。 

 本日はこれで散会します。 

 ご苦労さまでした。 

（午後 １時３８分 散会） 

 


